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民主的計画化のマクロ計量モデルに関する一考察
一一検討：モデ、Jレ・政策・理論の「整合性」一一

1 問題の所在

2 モデルそのものの「整合性」について

(1) なぜ計量モデルが必要とされるのか

(2）計量モデル評価の問題点

(3）計量モデル重視の統計認識論の帰結

1. 問題の所在

岩崎俊夫

3 民主的改革とモデルとの「整合性」について

(1）民主的改革の3段階と計量モデル分析

(2) インフレーション理解の問題点

(3) 資本主義的不均衡理解の問題点

4 結語

第2次オイル・ショッグの影響がさめやらぬ80年代初頭，日本経済はインフレーションと失

業者の増大，財政の破綻，社会的再生産における諸矛盾の累積など経済の構造的危機に車面し

ていた。周知のように，日本の独占資本（大企業〉はこの危機的状況を円高調整の名のもとに

徹底した合理化によってきりぬけ，資本の蓄積基盤を整え，「国際化」「情報化」「経済のサー

ビス化・ソフト化」と称して産業構造の新たな再編をはかった。

この80年代前半における日本経済の湛迷の最中，経済民主主義の立場から独占資本（大企業〉

による危機打開の道筋と異なる，国民本位の危機打開の方向，すなわち「民主的改革の展望」

がうちだされた。この中で，政策科学が提唱され，代替的な数量モデ、Jレの開発と利用が置塩信

雄，野沢正徳両氏らを中心に行なわれた1ら この経済分析が賛否さまざまの反響を時んだこと

は，記憶に新しい。とくに民主的改章の諸政策の効果を測定すろために示されたマクロ計量モ

デルの提示は，従来そうした数理モデルの作成とその操作による数量的分析が計量モデル批判

の伝統をもっ社会統計学派によってどちらかというと否定的にあっかわれていただけにへ そ

の評価をめぐって議論のやりとりがあったへ

筆者はこの民主的計画モデルを綿密に検討した結果，その方法と経済理論にいくつかの疑問

を感じた。民主的計画化の計量モデ、ルに対してはすでに方法論の視点から批判が出されている

が，本稿ではその成果を引き出品、でこのモデルの基本的’性格について論じ，同時にその中に組

1）置塩，野沢 (1973〕。

2）広田，山田 (1957），合同 (1976），菊地 (1986）など参照。

3〕山田貫 (1987），近 (1986）など。
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ふ込まれている計量モデルの評価を行L、たい。とくに，モテ、Jレ作成の前提となる経済理論の問

！題点に焦点を当てで言及したい。

事問の性質上，問題点は多岐にわたる。大きな問題点I±，次の諸点である。すなわち，①な

ぜモデル作成者は民主的経済計画化の中で、計量経済学の領域で開発されたものとその形式上全

く同種のモデルを使わなければならないのか，②モデJレ分析のさい国民経済計算などの政府統

L計がその正確性や信頼性の吟味もないまま無批判的に利用されるのはいかなる理由によるもの

か，③モデルの一部に使われた連関分析で投入係数の変化を無視して推計がなされる経済理論

的根拠は何かりなどである。本稿でそれらの全面的検討はできない。そこで，課題を上記①に

ナ号げた点の検討に限定する。

論点は，次のとおりである。

まず第1t土，民主的改革の展望のなかに数量的モデJレ分析が何故必要とされ，またそれにど

の上うな有効性が期待されているのかという点の検討である。第2にモデルがどの程度，現実

の経済循環または再生産の本質的連関を担えているかとL、う視点からモデJレそれ自体の評価を

行なう。これは，結局，モデJレと現実との整合性の点検という問題であり，あるいはモデJレ作

P成を支える経済学の点検であろ。第3にモデル作成者の意図と無関係になされる計量モテ）レへ

の執着がいかにその政策体系や経済理論を制約し，それらを形式的議論に終始させているかを

明らかにする。

計量モデノレに対する評価が全般的に低くなっている今日5¥ 筆者がとの民主的計画化の計量

モデルを本稿でとりあげる理由はこのモテソレが公表されて以降，経済民主主義の立場からの計

量モデルづくりが次々と行なわれ，また計量モデノレの有用性を基礎づける新しL、議論が登場し

てきているので，一度それらの先駆けとなったモデルと経済理論を検討しておくととが今後3

議論を行ううえで重要と考えるからである。

2. モデルそのものの「整合性Jについて

(1) なぜ計量モデルが必要とされるのか

民主的計画のマクロ計量モデノレは， 85個の内壁変数， 39偶の外生変数をもっ86本の連立方程

:c＼；の体系である。モデJレは家計，企業，政府の3つの経済主体を設定し，それぞれがi苛品市場，

労働市場，金融市場に参加するものとみなされる。各経済主体は次のような経済行動をとるも

のと仮定される。まず，家計！士「毎期毎期えられる所得と各期首に保持している正味資産との

4）技術的圏難が理由とされている，置塩，野沢 (1973）第5章〔山ITT5!J;J,p.1780 

5）佐和（1991),pp. 186 187 0 

6〕置塩，野沢 (1973〕，第3章 C稲田義久〕 p.90o

7）問書，第3章， p.85。
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和を子算制約として，何らかの最適行動にもとづいて消費を決定する引」 とされ，この仮定に

もとづいて消費関数などが推計される。他方，企業は利潤率を極大にするように行動すると仮

定されへ この仮定から企業の雇用量，生産量決定の推計式や資本蓄積率のそれが，また需給

不一致の場合を想定した稼働率決定の推計が，さらに独占資本による投資決定，価格決定の推

計式が導出される。最後に，政府部門は「租税を鍛収しそれを資源として財政支出を行なうj8>-

経済主体と規定され，受取と支出のバランスに焦点があてられ，前者の項目である個人税，民

間法人税などを決定する推計式が，また後者の項目である政府利子支払などの推計式が導出さ

れる。

モデJレ作成者は，以上の経済主体の行動を定式化した推計式の中には，需給ギャップに対応

する企業行動として稼働率の決定がなされていること，企業（独占資本〉の価格設定式がマ一一

ク・アップ原理で表現されていること，長期国債の要因が組み込まれていることなどについて一

触れ，モデノレの現実性を強調している。

次に 3つの経済主体は，商品市場，労働市場，金融市場のそれぞれの市場に参加し，相互に

依存しあっているとLづ前述の前提のもとに，総需要，総供給，労働供給，貸出資金供給およ

む需要などのそれぞれの推計式が定められている。この中で民主的計画モデルは，民間企業在一

庫投資とLづ変数で意図せざる在庫の変動をあらわし，総需要と総供給との不一致を想定して

いる点，高度成長期以降の金利自由化に向かう金融市場の構造変化をそデノレに組み込んで、いる

点などの特色を前面に押し出している。さらに，国民経済は輸出，輸入を通じて海外とつなが

っており，この側面をとらえるために輸出関数，輸入関数を推定し，為努レートの決定に関わ刈

る輸出ドライブ要因とし寸説明変数を資本蓄積率に置き換えて採用していること，政策決定に

果たす為替レートの役割を評価してその推計式の確定を行っていることが注目される。個々の、

方程式の推計は，国民経済計算年報，経済統計月報，労働力調査報告などのデータにもとづい

てなされ，自由度修正決定係数，標準誤差，ダービン・ワトソン比の統計的テストが推計式の

当てはまりの程度を判断するために行われている。

民主的計画化の構成に際して依拠した数理モデルは，基本的に上記のような計量モデルの応

用である。その細部では，既述のようないろいろの工夫を施したり，政策の諸効果を社会階層

別に計測する社会階層別計量；モデルの考え方を導入するなど新基軸をうちだしている。しかし，a

モデルビルディングの手Ji贋，推定式の妥当性を測る統計的基準のとりかた，シミュレーション

や予測の手法など根本的な諸点に限って言えば民主的計画化の数量モデルは既存の計量経済学

や連関論の方法論的枠組みをこえるものでなく，むしろその枠内での展開である。最初に，こ

のことを確認しておく必要がある。

それでは民主的計画モデルは，なぜ計量モデルをその不可欠の要素とするのであろうか。

8）置塩，野沢（1983〕第3章， p.91。
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モデル作成者は，次のように述べる。第lは， 「政策的提言を行う場合，具体的な数値で政

策を示さなければならないという自明の事情」ωによるものであり， 第2は「経済が空間的・

1時間的に複雑にからみあヮた相互依存の構造をもってjlOJおり，このような現象の複雑な相互

規定関係を「数理的数量的万法によることなしに， しかも数値的にたどっていくことは現実に

ほ不可能」ωだからである。「民主的政策の数量分析のために，近代経済学者の開発した数量的

方法を批判的に援用するのみならず，新しL、数量分析の形式的方法を開発することが必要とな

っている」12）。「政策の体系は，諸制約条件，政策の直接的効果と間接効果，政策聞の無矛盾な

どを考慮、した， 整合性をもった体系であることが大事であり」山， 聾合性の検討のためには数

量分析が必要である。 「政策の数量的検討を行う場合さまざまな方法があるが，計量モデルを

用いるのも 1つの接近方法で」ωある。「相互依存の体系の分析には連立方程式が，異時点聞の

g関連の分析には定差方程式や微分方程式が用し、られることによって，はじめて分析が可能とな

る」15にそして，最後に，整合性の確保としづ数理モデルの必要性が強調されている。すなわ

ち円、まひとつの理由は，政策体系金体としての整合性を確保するために連立方程式体系によ

る検討が必要である」16）と。

当事者の以上の理由づけをふまえ，モデノレ作成者をして計量モデルの利用に向かわせた思考

過程を類推すると次のようになる。第1は国民本位の民主的政策提言が単なる政治的次元のも

のにとどめられるのでなく，政策実現の財源的裏づけからはじまって，政策の遂行が国民諸階

層に与える影響，経済全体の発展に及ぼすインパクトにいたるまでの諸結果が示されるべきと

の5也、認識である。政策科学とも呼ばれるこの考え方は，政策内容およびその諸過程と諸結果

とを数量的に表現することをとくに重視する。その理由はいろいろ説明されるが，要するに経

済詰現象は，国民所得，価格，利子などの現象をあげるまでもなく量的規定性を不可分にとも

なヮていること，政策は常に種々の制約条件のもとでその実現可能性が検討されなければなら

ないが，それらは数量にわきかえることで容易になされうると考えられているのである。くわ

えて，一方に政府主導による大企業優先の政策が計量モデノ1,-0'組み立てられ，そこから誘導さ

れる計画数値が大手をふって歩いている以上，これに対抗して国民生活基盤重視の民主的計画

モデルを提示しようと思えば，民主的計画モデルから誘導された計画数値の提示は政策に説得

力をもたせるのに必要不可欠であるとの認識も働いたに相違ない。数量化の必要性，しかも利

9）置塩，野沢（1983）第8章〔山田弥〕， p.2620

10）同書， 第8主主， p.262。

11）珂書，第8章， p.264。

12）同書，はじめに， p.ii。

13）同書，はじめに， p.ii。

14）問書，第3章， pp.81-820

15) I司書，第8草：， p.2640

16）同書，第8章， p.226。
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月可能な統計データにもとづいて予測値として政策数値を誘導するとしづ操作可能性一民主的

計画モデル作成者の念頭にあったのはこの2点である。

モデ、ル作成者はモデルを「分析対象を構成している要素および要素聞の関係を，無矛盾なか

たちで縮小・維持・拡大せしめた 1つの像（写像）」1りとして定義づけ，さらにモデルを使って

分析し，考えること（モデル思考〉を， 「無矛盾な前提を設定し，その前提から論理一貫性の

ある論議を展開する」18）ことととらえる。 このモデJレは経済現象の数量的表現である経済諸量

ι聞の，さらにモテ、jレとデータとの聞の整合性を保障しなければならない。いわゆるモデルその

ものの形式的整合性である。それとともにモデルはそれを支える経済理論や政策体系とも整合

；的でなければならない。モテ、ルはまた，現実経済との整合性も堅持しなければならない。これ

らは先の整合性がその形式的側面であるのに対し，整合性の実質的側面である。モデル作成者

は現行の計量経済モデJレが第1にモデルに組み込まれる諸経済変数を最も調和的に，矛盾なく

整合させ，第2にモデルの構成とデータとの整合性を容易に検証しうる手だて，すなわち統計

的テストの手だてをもち，第3に経済理論を下敷にして経済政策体系とモデルとの整合性を保

：障でき，さらに第4に現実経済と操作可能なモデルとを整合させることができるとの確信のも

とに，その採用に踏み切ったものと思われる。しかし，個々の整合性の中身はよく吟味したう

えで評価されなければならなL、。民主的計画モデルが上記の実質的な意味で、の整合性をそなえ

ているかどうかについてはと〈にそうである。第3節ではそうした吟味や点検がなされるが，

その前にモデル作成者の計量モデルに対する態度をもう少し具体的に検討しておきたい。

(2）計量モデル評価の問題点

筆者の理解するところでは，民主的モデル作成者の計量モデルに対する評価は二段がまえに

なっている。第1は複雑で直接間接にからみあう相互依存関係の構造をもっ経済を前提として

一現実の経済をL、かに変革するか，その手段，その実現可能性や条件を解明する政策科学を構築

するには計量経済学の方法は不可欠で、あるとL、う視点である。第2は，それでは全ての計量経

済学的手法が肯定されるのかといえばそうではなく，その評価は結局のところその有効性の如

何にかかっており，この有効性の検討は個々の分析にそくして具体的になされなければならな

いという視点である。

モデル作成者に共通のこの考え方の内容を以下に検討するが，あらかじめ結論を述べると，

モデノレ作成者による上記の第1の点については説明が不十分で、あり，その点が不十分なまま具

体的モデルを提示してその有効性の是非を問うとしづ実用主義的な展開になっている。結局，

一般論として計量モデルの不可避性を云々することをよしとせず，モデルの善し悪しに関わる

有効性の検討は個々のモデルの内容に即して行なわなければならないというのがその基本姿勢

17）置塩，野沢 (1983）第6章〔久本久男〕， p.1850 

18）同書，第6章， p.185。
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である。したがって，重点は第2の視点にある。第1の論点の説明治、不十分とL、うのl土，説明

の内容が次のような表現にとどまっているからである。 「国民経済における経済諸量の総合的

バランスと相互連日高のネットワークを数量的に把撞し計量的検討をおこなう手法に，計量経済

学の手法や産業連関分析の手法があ（り〉，経済学が政策科学として必要請にこたえていくため

には，これまでいわゆる近代経済学においてほとんど専ら利用されてきたこれらの諸手法の活

用を欠かすことができないJ19）と。この内容，すなわち数量モデル（計量モデルや連関モデJレ〉

の必要性はさらぷ敷街されて，次のよ主な理由が列挙される。

1) 政策提言は具体的数値で示されなければならない。

2) 経済は空間的に，時間的にからみあった相互依存の体系であり，これらの連関の経路は

数理的，数量的方法にたよることなしには不可能で、める。

3) 数量体系全体としての整合性確保には連立方程式による検討が必要である。

しかし，これだけでは計量モデノレと連関モデルとを利用しなければならないことの説明とし

ては隔靴掻痔の感が残る。

民主的モデル作成者ならずとも，経済現象が経済諸量の相互にからみあった総体としての側

面を有していることは自明である。しかし，そのことの認識はどのような論理を媒介に，経済

分析手法としての計量モデルや連関モデルの利用ということに結びつくのであろうか。いうま

でもなく，計量経済モデルや連関分析は，単なる数量的分析手法あるいは連立方程式に依拠し

た数理モデル一般に還元できなし、，それらに固有の分析手続きをもっ。前者は，経済現象を経

済変数におさかえられた経済諸量の連関からなるとLづ認識のもとに，これら経済諸量をたと

えば所得と消費などのように常識的に考えて相互に結びつきが5和、と判断される諸変数を複数

の一次線型の方程式に編成し，定数項やパラメータを必要とするものについてはそれぞれの個

々の方程式の変数に実際の統計データをあてはめてその部分の推計を行い，ひとつの全体的な

モデルに仕上げろ。もちろん，この過樫にも個々の方程式の誤差項の摂いにみられる確率論的

な処理や実際の統計データと方程式とのフィットの程度をはかる統計‘的テストの手続きがある。

また，計量モデJレ分析の実際では，いくつかある外生変数のうち操作可能なものをいろいろ動

かしそれに対応する内生変数の数値をくりかえしはじき出すシミュレーションや，モデJレ内部

のパラメーターを変化させた予測も行なわれる。計量モデル分析はこれらの一定の経済観，数

量的処理，手法などを分析内容として含む，対象についての独自の接近方法の総体である。計

量モデルはオペレーショナルに展開される部分が原理的に数理に（数学の論理〉依存している

がゆえに数理モデルである。そのことは数理モデルにおける諸量が具体的な質的規定をもった

定量であるとか，モデルを構成する変量や数式の体系に質的制度的，生産関係的意味づけが可

能であるとか，といった解釈次元の事柄とほ別のことであり，どのように意味づけされ解釈さ

19〕山田弥（1980),p.289。
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れた変数や数式でも，いったん計量モデルとして構成されたからには，爾後の展開は数理的に

展開される，そういうモデルである。したがってもし，モデル作成者が計量モデルの必要d性を

言うなら経済現象の相互依存関係そのものが計量モデルに固有の数理を原理とし，その枠の中

で展開されることを実証しなければならない。換言すれば，もし民主的計画モデルに計量モデ

ルを不可欠の要素としてとりこまなければならないというのなら，計量モデル分析に固有の全

ての数理をたどってその一般的な意義が示されなければならない（連関分析の連立方程式の解

が最終需要を与件とする逐次的波及の帰結であることを想起〉。

後者の連関モデノレについても同様である。連関モデルは部門聞の生産的連闘を諸部門生産物

のフローによって反映した連関表から導出される連立方程式の体系であり，分析の基本的枠組

みは所与の最終需要の変化が及ぼす部門別産出量への波及効果を逆行列係数を媒介に推定する

ことにある。それゆえ，この連関モデル分析もいろいろな経済的意味づけの下に行なわれても，

L、ったんモデ、ルが作成され，分析の手続きが連関分析に固有のそれにゆだねられてしまえば，

あとの分析は数理的な展開に依存する。したがってモデル作成者はもし連関モデルとそれを用

いた分析の必要性を云々するのなら，モデル作成にまつわる解釈や意味づけを行ったり，さら

には分析結果のそれがマルクス経済学で基礎づけることが可能であると述べるだけでなく，連

関分析に固有の数理がなにゆえに現実の経済現象の客観的なメカニズムと整合的なのかを説明

しなければならない。数理モデルはオペレーショナルな部分にその本領があるのであるから，

その部分について明確な説明がない以上，連関モデルが民主的改革の具体的分析にどうしても

必要で、あることを論証したことにならない。

このことに関して，私見ではさらに次の諸点が疑問である。まず，モデル作成の最初の段階

であるモデルの基本構成の部分で、は，資本が社会的再生産を編成している論理の把握に弱点が

ある。モデルのフレーム・ワークは経済主体別に行動仮説にもとづく現象の平板な整理がなさ

れているにすぎない。資本の論理についての認識の弱さは，企業，家計，政府の経済主体の行

動原理が並列的であることに端的に表れている。もちろんモデル作成者はモデルを支える経済

理論の部分で現代資本主義の基軸をなす独占資本の存立構造とその基盤について再三言及して

L、るのであるが，独占資本はモデルのなかで利潤率を極大にするよう生産量と雇用量とを決定

する主体としての企業，マーク・アップ率で価格設定を行う主体としての企業と把握されるだ

けである。これでは，通常の資本あるいは企業の規定と変わるところがない。また，モデルは

労働時間の延長および労働強化とによって労働者の搾取率をたかめようとする資本の論理，「合

理化」の促進によって直接的生産過程や社会的再生産が資本の蓄積にふさわしい形に再編され

ていく論理を内包していなL、。これらはモデル作成者に固有の資本に対する認識の甘さとL、う

よりむしろ，計量モデルを用いて経済循環をとらえようとすれば当然そうならざるをえない致

命的欠陥である。

次の疑問は，モデルで経済現象の相互関係が変数聞のそれとして示されることについてであ
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る。モデlレ全体は平板で、あり，変数の内実が抽象的で経済的実態、の裏づけに乏しL、。たとえば，

賃金（一人当り雇用者所得〉とL、う変数を代表例にとりあげると，それは実際には性別，年齢

別，就業形態別，従業の地位別，企業規模別，地域別，産業別の差を捨象した変数であるばか

りでなく，雇われ経営者の賃金も労働者のそれも区別されない暖昧模糊とした内容のものであ

る。本来，賃金は，その大きさも内容も資本との対抗関係の中で，剰余価値（利潤〉の大きさ

などに規定されて定まる。社会的規定住を重視する立場からみると，モデルの中で、おきかえら

れたこの変数の空謹さは明らかである。他の多くの諸変数についても同様の指摘を行うことが

できる。こうした指摘に対しては，分析目的に応じて変数の実質化をはかればよく，民主的計

画モデルは社会階層別計量モデルの中で、企業規模別の賃金支数や雇用者所得の労働者と役員と

の区分をとりいれているではないかとしづ皮論が予想される。しかし，前者については同ーの

仕方で実質化をくりかえしてもどの段階でも残る問題であり，後者の区分については形式的区

別として処理されているだけでやはり社会的規定性を欠いている。とれもモデJレ作成者の賃金

に対する認識が弱L、というよりは，計量モデルで、経済現象を説明したことにもとづく認識上の

制約である。

さらに，変数聞の連関を関数処理するのに際L，企業のf［：＿産量，雇用呈の決定式につブ・ダ

グラス型生産関数が用いられたり，価格決定がマーク・アップ原理にもとづくと仮定されたり，

労働市場における賃金決定にプイリップスニリプシー仮説が援用されたりといろいろであるが，

なぜそうした仮説や原理に依拠するかの説明は何も与えられていない。そうした原理や仮説は

一定の条件のもとで現象の一両を反映しているのかもしれないが適用条件の理論的検討のプロ

セスを示すことなく，現象に対する経験則にすぎない原理や仮説に安易に依拠するのは，方法

論的に妥当でない。

民主的的計画モデル作成者は計量モテ）レを利用する根拠乙以上のような疑問を氷解させる

にたる卜分な説明を加えていない。経済現象が経済諸最の相互依存閣係からなっているとの命

題から，連立方程式が相互依存関係の分析に適しているとの確認を経マ民主的的政摂の中に計

畳モデJレ宏取 I）込むにいたるまでの間に論理の飛躍は否めない。

(3) 計量モデル重視の続計認識論の帰結

モデル作成者は数量的分析の必要性や有効性が大枠として確認されると，次に 計量モデル

にも優れたモデルとそうでないモデJレが存在しうる（のであり〉， 優れた計量モデルとは， 対

象である経済の構造…－・会規定している本質的連闘をとあえていること，および，分析目的に

適合的であることの2点の条件を満たしているべきであ」20）るとの認識からモデ、ルのよしあし

の問題に，すなわち実用主義的観点から個々の具体的モデルの有効性の検討に移る。

20〕景塩，野沢 (1983),pp. 267 2680 



民主的計画化のマクロ計量モデルに関する一考察 61 

モデル作成者のこのような議論の進め方は，おそらく，モデル作成者自身が具体的に計量モ

テ、ルの意義と限界を議論するほうが一般的な方法論議に時間を費やするよりも意味のあること

と考えてのことであろう。この論法は計量モデルの使い方がまずいというのならそのまずい点

の具体的指摘があればその改善の可能性もありうるのであり，議論も生産的になるという言い

方である。しかし，この論法はモデルの利用が民主的改革のプログラムの作成にとって不可欠

かつ必然的であるとのコンセサスが成立したところではじめて妥当するのであり，そのかぎり

で計量モデルの利用をあらかじめ前提としている。経済分析の方法として計量モデルの意義を

問うことよりも実用主義的な観点からの計量モデルの評価にプライオリティをおくこの姿勢は，

モデル作成者の主観的意図はどうであれ，彼らをして計量モデルの方法的枠組みから現実世界

を理解してL、く態度，また方法が対象を構成するというものの見方を習慣化させる。この弊は，

実は，すでに一部にあらわれている。

ここではこのことに関連する経済理論とモデルとの不整合性という問題と計量モデルのレー

ゾンデート Jレを確定する統計的認識論をとりあげてみる。モデル作成者はモデ、Jレのよしあしの

判断のひとつの基準はそれが経済現象の本質的連関を把握しているか，分析目的にかなってい

るかどうかにあると指摘する。おそらくモデル作成者自身には，自己のモデルは独占資本の行

動様式および独占資本とそれに対抗する労働者階級を中心とする民主勢力との階級対立を組み

込んでいるのでよいモデルになっているとの自負があると思われる。同じような自負は，自ら

提起した社会階層モデルについてもあると思われる。モデルの作成におけるこのような階級的

視点からの配慮と工夫とは，モデJレ作成者が「何が経済構造の本質的連関であると考えるのか

は，計量モデル製作者の現実の経済に対する認識，すなわち経済理論や広い意味での経済観の

し、かんに依存するJ21）と述べ，別の箇所で表明されているモデル作成者の基本認識，すなわち

経済循環における独占資本（大企業〉の地位と役割の評価，国家独占資本主義の特徴づけ，さ

らに日米安保条約を中心とする日本資本主義のアメリカへの追随について指摘していることと

対応する。

しかし，経済理論の領域での日本資本主義の危機的構造の全面的展開は，計量モテ、ルに生か

されていない。モテ、ル作成者は与えられた制約条件のなかで可能な限り階級的観点を組み込ん

だとの自己認識をもっているのかもしれないが，計量モデルの形式に執着がありその形式に適

合するように現実を解釈するので，いきおいそれに規定された分析結果しか出てこないのであ

る。モデルそのものの内実と分析のプロセスは，このため平板になっている。たとえば，独占

資本と労働者の階級対立といっても，モデJレに組み込まれているのは労働者の側による貨幣賃

金率の引き上げと価格転嬢という形の独占資本による反作用，さらにそれに対抗する独占への

介入に限定され（もちろんそれは階級対立の一局面であるとこは否定できないが〉，それらさえ

21〕置塩，野沢 (1983〕，第8章， p.2680
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モデル内部では関連諸変数聞の数量的依存関係に嬢小化されるのである。モデルを基礎づける

経済政策論の側からの解釈と補足説明でモデルが階級関係をおりこんでいると主張することの

意味はどうにかわかるが，計量モデルの現実反映という面での限界はあまりにも大きい。

とりあげられている階級的対抗関係の図式がなぜ経済の本質的連関であり，現実経済のその

他の諸矛盾，すなわち独占資本と中小資本との関連，賃金問題にとどまらない資本と労働者の

多様な関係，労働者階級の内部構成の変化にもとづく労働者聞の関係に白来する詰矛盾は捨象

されるのか。現代資本主義を国家独占資本主義たらしめている国家と独占資本主義との関係改，

蓄積様式とのからみでどのように表現されているのか。計量モデノレはその体系そのものの基本

性情からこれらの問いに実質的回答を与えることができず，経済量として変数に置き換えられ

ないもの，関数関係で結合しえない要因，過去のデータがそろわない要因などをモデルからは

ずきぎるをえない。計量モデルで、現実の経済循環や社会的再生産をトータノレに表現することは

困難である。

モデルはこのように独占資本を中心とする経済循環の反映に大きな弱点をもっているが，そ

れはそデルの中に組み込まれた個々の変数や方樫式の経済理論的基礎づけの弱点と結びついて

1喝。たとえば金融市場は，金融資本との運動との関わりが全く不明な形で次式のような単な

る金融市場の貸出資金供給（Ls）と需要（£d）との対応，需給均衡 Ls=Ldでとらえられている加。

生産量，雇用量，そして価格についてはそれぞれの水準が決まる市場を想定し，まがりなり

にも独占資本（企業〉の能動的行動にもポイントをおく着眼がなされているが，金融市場のブ

ロックには類似の配慮はなされていない。整合性に欠けると言わざるをえない。

失業要因についても同椋であり，失業率と失業者数についての定義式が与えられるだけであ

る23）。

UR=(LF-N)/LF×100 

U=LF-N 

URは失業主ド， LFIi労働力人口， N は就業者数である。

ここでは稼働率が失業率を規定するルートはもとより，政府の景気浮揚政策が労働市場に作

用し，失業の劫向：こ影響を及ぼすノレート l土一切認められない。

他JS，現在政治：科学志向μ懐疑的で、めるとLづ意味で民主的計画モテ、ル作成当時ω問題意識

からはなれているが，社会統計学の分野で計量モテソレの科学性と有効性が肯定的に評｛匝．されな

ければならないとみる点でモデル作成者と同ーの立場に立つ独特の統計的認識論が登場してい

る。その理論は，大西広氏によれば日現実」世界の様々な個別的諸現象間に一元的なまたは

定まった因果関係を想定しない」24）アトミスティッグな科学観の下に，「モデル選択は相対的な

22〕置塩，野沢（1983〕，第3卒， 950

23）同書， p.298。

24）大西〔1989〕， p.1620
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ものである。一…現実のデータをどのような方程式にも表項でき…・・どのような因果関係で説

明することもできるJ25）としづ結論を提示するとしづ内容のものである。こうしたそデル認識

における相対主義の立場は経済理論の根幹を資本の蓄積様式にともなう諸矛盾の展開とその累

積の法則的把握ιみる筆者の見地とはもとより，モデJレの客観性の保証をそデルが本質的連関

を反映しているかどうかとL、う点にもとめる既述の民主的計画モデルの作成者とも一見あL、L、

れない視点であるかのようにみえる。しかし，民主的計画化はモデル作成者が経済の本質的要

素と考えた独占資本の実態，すなわち社会的再生産のメカニズム独占資本の論理で編成してい

く論理さえ十分に展開しえていないにもかかわらず，当事者としては分析目的にてらして経済

酌本質を組み込んだモデルを作成しえたと考えているわけであるから，その立場は大西見解と

近い関係にある。なぜなら大西氏は日本経済を分析対象とした場合でもそれらに適合的なモデ

ルは分析目的に応じて別々に考えられると説いて，説明変数選択の任意性を強調しており，こ

の議論からみれば現代資本主義の構造をとらえるモデルとしてきわめて問題をもっていても，

民主的計画化の計量モデルは十分評価されてしかるべきものということになるからである。

民主的計画化作成者は計量モテソレが現実の本質とか本質的連関をとりこんでいなければよい

そデルとはL、えないといっても，それは法則とか蓄積様式とかかわる経済的連関のような絶対

的なものについていっているのではなく，定量的な変数の選択の問題に関することにすぎなし、

計量モデルは，もともとこうした構成しかとりえないのである。そうなれば行き着く先は何を

変数に取り上げるかといっ問題に，何を本質的なものとみるかはモデルの中にそれぞれの変数

をどのような比重でおくかとしけ問題に，そしてそれらは量的規定性の連関のなかで相対的に

行なわれるとL寸問題に：帯若し，モテ、ル認識の相対性は強まってし、く。

いずれにしても，ここでは計量モデルを科学的分析方法として重視し，そのための認識論を

構築しようとすれば，そこからひとつの流れとして分析対象としての現実世界をアトミスティ

ックなバラバラな諸現象と理解する考え方がでてくること，その好例として大西氏の統計認識

論があることを確認できれば十分で、ある26）。

3. 民主的改革とモデルとの「整合性」について

(1）民主的改革の3段階と計量モデル分析

計量モデJレは，一連の経済の民主的政策とどのような関係を有しているのだろうか。前者の

評価は後者のそれと関連づけて行わなければならなし、。計量モデルだけをとりあげてその科学

性を批判しても，民主的計画モデル作成者に対する説得的議論にならないのはもちろん，計画

モデル一般の批判的検討としても不十分であり，批判の客観性は保証されない。そこで，以下

25）大西（1989),p. 162。

26）大西氏の所説に対する批判として，是永 (1989）参照。



64 立教経済学研究第45巻 第4号 1992年

では一連の民主的政策と計量モデルとがどのように有機的に相互に関係しているかを検討して

みたい。この点の検討は，民主的政策全体の評価にとっても重要である。なぜなら，モデノレ作

成者は単に80年代前半における混迷した日本経済の危機脱出の道を国民本位の立場から提起し

ようとしただけでなく，提示した諸政策の効果を数量的に分析し民主的改革の意義と可能性と

を実証的に明らかにしようとしたからである。政策の提唱はともすると主観的な願望の羅列に

おちいりやすい。提唱者がその弊におちいらないように自らの政策の科学性にこだわるのは当

然である。民主的計画モデル作成者は，それを計量モデルの分析の援用によって実現しようと

する。その意図は個々の政策が経済システムに及ぼす影響を数値で意識的に示し，それを羅針

盤にみたてて経済のコントロールをはかり，最終的に民主的改革が客観的，現実的可能性のあ

る道であることを国民に示そうとした点にある。はたして民主的モデル作成者による政策科学

提唱の意図は，成功したであろうか。このことの当否が，今，理論的，方法論的iこ点検されな

ければならない。それでは，民主的政策は国民本意の日本経済の根本的たてなおしをめざして

どのようなシナリオを描いているのだろうか。計量モデルはそこでいかなる役割を果たしてい

るのであろうか。政策の基本的骨格は，次のとおりである。

民主的改革はその発展段階が3区分され，それぞれ別個に提言と数畳分析が与えられてい

るm。3区分とは，第1に民主的政府の成立含めざす時期，第2は民主的政府が成立している

時期，第3は民主的改苧の時期である。第1の民主的政府の成立をめざす時期の主要課題は貨

幣賃金の大幅引き上げのための労働組合の賃金闘争，全国一律最低賃金の改善に向けてのたた

かし、それに対する独占資本の反作用を克服する価格規制，稼働率規制，雇用規制とLづ一連

の政策によって特徴づけられる。民主的政府の成立をめざす時期にほ実質賃金の引き上げが困

民生活の向上にとって，最重点課題となる。その実現は独占の側のサボタージュなどで困難を

ともなう。民主的勢力の主体的力量によってそれが実現したとしても，独占資本はそのことに

よるコスト増の価格転嫁などの行動にでるうえ，その他の諸要因もからみあってインフレ発現

の可能性がひきおこされる。そこで，民主勢力はインフレ摂和のために給需要の管理と供給条

件の改善，独占価格の規制を中心とする反独占の闘争に立ち上がらざるをえず，労働者を核と

する国民の側と独占の側との真正面からの階級対立が表面化する。この過程で民主勢力の間で

は中小，自営業者の支持もえて民主的的政府樹立の必要性が認識され，運動の前進がはかられ

る。ここで民主的モデル作成者は，計量モデルを用いてこの改革の時期における名目的賃金引

き上げが経済の個々の局面にどのような波及効果をもたらすかを分析している。それによると，

貨幣賃金の引き上げは物価上昇はもとより雇用の決定式をつうじて雇用の低下に，生産の決定

式をつうじて生産予削減に，また資本蓄積率の決定式をつうじて民間企業設備投資の縮小に，さ

らに輸出入決定式をつうじて総需要の低下に帰結する。この波及効果分析は反独占闘争すなわ

ち独占に対する価格規制（マーク・アップ決定弐の定数項の縮小〉，鞍働率規制ぐ稼働率決定

27〕置塩 (1982〕第3章，置場，野沢（1983〕第2章，参照。
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式の定数項の増加〉， 雇用規制（雇用決定式の定数項の増加〉が不可避的であることを示して

おり，それらが実現されれば比較的望ましし、経済結果が国民諸階層にもたらされるとの数値が

はじきだされている。

次に民主砂J在が成立している時期の政策力点は生活関連部門主導の総需要創出政策である。

その内容は財政の民主的的再建，すなわち国民本位の財政支出と減税（社会保障支出増，教育

条件改善経費・生活基盤型公共投資などの増，雇用者所有2減税〕および独占資本本位の財政支

出削減と増税（挙事支出・産莱基盤投資削減，大企業優過税制の改革〉による財調の確保であ

る。これに中小企業向け融資の増加，住宅投資活性化のための金利引き下げの金融政策，教育

公務員・雇用労働者の増加，実質労働時間の短縮による雇用増を含む雇用・労働条件改善策，

年29ぢの賃金上昇を見込む賃金引き上げと格差是正の対策，独占資本の独占価格引き上げの抑

制を基本にすえた物価安定政策（これをマーク・アップ率の下方修正に反映させる〉，輪開入

規制が加えられてワン・セットをなす。問題は再びこれらのJ苛政策の効果であるが，モデル作

成者は具体的数値に基づくその分析を計量モデルの試算結果を用いて行ってL喝。それによる

と民主的諸政策の効果はきわめて良好であり，試算ιよって示されるのは実質賃金率の上昇，

実質可処分所得，民間消費支出，民間住宅投資支出，総需要，総生産，雇用者数の土誉大，物価

の安定傾向などである。ただし，同じレベルの計算が繰り返されていくと 3年目あたりから総

需要の伸びに総生産が遅れをとる傾向がみえはじめ，需給投資の逼迫から雇用の伸びの鈍化，

物価上昇傾向がでてくると予測されている。

最後の民主的改革の時期には，それまで独占資本の手にゆだねられていた生産，雇用，価格，

投腎などの諸決定権が法制化された「経営委員会」に移され，経済の管理と運営の公正化がは

かられ民主政府下での諸政策がより強力に実行される。具体的政策は，雇用者の増大，投資の

増額であり，イ忠、利潤率を前提としながら高い生産と投資とが可能とLづ見通しがたてられて

L喝。計量モデルによるその数量分析は，民主的政府下での民主的改草以上の成果，すなわち

実質賃金率の上昇，物価の安定，雇用の増加が実現しうるとL、う結果をはじきだしている。

民主的改革の諸政策と効果に対する以上の概括を行論との関わりで整理すると，次の諸点に

要約できる。第1は政策目標が賃金の t昇，物価の安定，雇用の増大におかれていることであ

る。第2は経済システムのワーキングが民主的改革の発展段階の運動力量に応じた政策提示，

独占によるそれへの反作用，その克服策の提示としづ図式で考えられていることである。第3

は，結局，民主的改革のなかで国民本位の視点から経済が順調に展開されていくためには独占

資本の行動を規定している価格関数，藤働率関数，雇用関数がいかにコントロールされるかと

Lづ点が要になる。第41土民主的政府成立以降の政策の大枠は市場メカニズムをピルト・イン

した財政政策の民主的再編であるので，経済システム全体の改革や規制の内容は過去に独占資

本が支配していたシステムを表現する諸方程式の定数項修正として処理されるという点である。

以上で民主的計画化とそれに使われている計量モデルとの関係をみたので，以下では後者に
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焦点をあて経済理論の側からみたこの政策体系の滝題点を指摘する。

(2) インフレーション理解の問題点

民主的改革は独占資本主義経済を前提とし，その枠内での改革である。したがって改革の内

容は独占資本の資本蓄積と，国民本位の経済構造と投資の流れとの再編という観点から中小資

本の蓄積にコントロールを加え，かっその上で宮の再配分の不公正を可能な限り是Eしようと

いうことである。このコントロールは資本に対する規制と誘導，そして一定の階級的力関係の

成熟の下では生産の管理を意味する。民主的改革は同時に国家（政府〉の財政の力と管理通貨

制度下でのマネー・サプライのコントロールを予定し，一連の財政・金融政策を遇じた経済民

主主義を展望している。一見してわかるように，民主的改革の基本性格は有効需要創出，総需

要管理の経済政策である。その限りで民主的計画モデルがこうした政策体系に適合的な，それ

にみあう経済計算体系とマグロ計量モデルの利用に価値をみいだしたのは理由のないことでは

ない。例を価格分析にとてコてその難点を示すことにする。この難点は看過できない。というの

は物価の安定は民主的改革の重点課題のひとつであり，これが実現されないと，モデル作成者

も充分認識しているとおり，実質賃金率の上昇が危うし、ものになるうえ，再生産のバランスも

保障されえないからである。

モデル作成者のこの点に関する最大の弱点は，まずインフレが貨幣現象であるとの認識に乏

しL、こと，次にインフレを生み出す国家の財政，金融政策が過剰資本を？温存，累積し，資本主

義の矛盾を深めていくとの認識に向かっていないことである。

現代資本主義の価格メカニズムは，複雑で、ある。国債の大量発行がひきがねとなって生ずる

不換銀行券の流jffi必要金量をこえる増発は紙幣減価による名目的物価騰貴，すなわち貨幣現象

としてインフレをもたらすし，独占資本の市場支配力は独占的超過利潤の実現形態としての独

占価格を現象させる。需要と供給との対応関係が価格の水準を決定するー要因であることはい

うまでもないが，財政と金融とのポリシーミックスに依存せざるをえない現代資本主義は需給

関係一般に還元しえない価格決定機構，すなわちインブレと独占価格をひとつの必然として独

白の資本蓄積を押し進める。

現代資本主義の経済の特叡のひとつは，一般に，基礎的不均衡としての再生産上の詰矛盾が

インフレと失業とのジレンマをひきおこす点にあるといわれる。管理通貨制度下の独占資本主

義では，景気後退期に失業者が増大しても，従来資本主義のような規模の恐慌が回避されるの

で価値破壊はなされず過剰資本i土温存され，社会的再生産の不均衡と成長の鈍化が常態化する。

政府（直家〉はその解決策として公共投資による有効需要の創出を行L、，人為的に経済の活性

化をはかる。これは通常政府特別会計の中の財政投融資の一環としてなされ，同時に一般会計

の慢性的赤字を生み出す。ぞれがこうじ，定着すると国債の発行によってもたらされる政府債

務は増大する。国債の大量発行と大量累積としてあらわれる深刻な財政危機はその結果である。
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同時に行われる民間信用供与の増大は資本の側の蓄積意欲をそそり，金利（公定歩合〉の引き

下げがなされれば，この面からも再生産の拡大がうながされる。しかし，過去の臼本の「高度

成長」下の経済発展がそうであったように，こうした方策は一時的に経済を刺激し，社会的再

生産への失業者の吸引に寄与するものの，公的支出の増大は国債乱発のひきがねとなり，イン

フレの一般的条件，すなわち大量の紙幣流通の増大，過剰流動性に帰結し，紙幣減価の結果と

しての名目的価格上昇を引き起こす。このようにして生じたインフレの抑制は，上記とは逆方

向の財政，金融政策，すなわち有効需要を冷やすための財政投融資の縮小と金利（公定歩合〉，

預金準備率の引き上げなどの）連の金融引締め政策によって可能である。この措置が効果的で

あればインフレは抑えられるが，企業の設備投資意欲は減退し，景気は後退するから，再び失

業の増大とLづ社会問題が浮上してくる。このプロセスでとくに重要なのは，政府（国家〉と

独占資本とが一体になってのこのような経済管理政策が，過剰資本の温存と累積をまねさ，表

面的な経済現象の管理はともかしその背後に進行する矛盾の累積，社会的再生産の不均衡の

深化にまで解決のメスをいれられないことである。

民主的モデル作成者は，現代資本主義がかかえているインフレ問題と失業問題の相克という

アポリアに対する財政，金融面からの解決策にトレード・オフの関係があることを当然のこと

として熟知している2叫しかし，難点は民主的計画化も独占資本の蓄積様式を前提としている

限り財政と金融両面からのコントロールで一時的に問題を（たとえそれが民主的なそれであっ

ても〉解決しでも過剰資本の温存にともなう社会的再生産上の諸矛盾が累積し，問題は解決さ

れるのではなくくりのべられるにすぎないことを正確にとらえていないことである。民主的政

府による生活関連重視の雇用拡大政策が独占価格に対する不十分な規制のままで行なわれると

雇用増とともに物価上昇がもたらされるとし、う独占価格一本槍の理解でトレード・オフは説明

され，先に筆者が述べた経済政策と資本の論理との対応関係から矛盾をとらえかえす視点はな

い。民主的政府といえども現代資本主義の枠内で雇用拡大の政策をはかるならば，不換紙幣に

対するコントローlレがきいていないと貨幣現象としてのインフレ要因は古に可能位として経済

循環のなかに潜んでいるし，たとえ順調にこの側面に統制がしかれでも過剰資本が淘汰されず

温存されれば，このノレートから生じる過剰流動性がインフレ圧力となることは避けられない。

独占資本との闘し、だけではたして雇用問題とインフレ問題とのトレード・オフが緩和されるの

かどうか疑問なしとしない。過剰資本が生産資本とLづ形で温存されれば生産の革新は進まず

成長は鈍化し， 「高度成長」型の財政の基本構造lこのってそれを克服しようとすれば財政危機

は深刻化する。経済停滞下の貨幣的物価騰貴，すなわちスタグプレーションである。過剰資本

が貨幣資本としづ形で温存されれば，累積された貨幣資本は資本の本性にしたがし、，経済の空

洞化をみこして対外資本投資にむかうか，証券，土地などへの投機にはしるのは必然である。

28）置塩 (1982）第6章 C北野正－J,p.261。
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資本はここでは独占資本としての行動様式をこえ，金融資本のそれとして本領を発揮する。そ

して現実には「高度成長」の結果としての過疎・過密，いびつな産業構造など再生産のアンバ

ランスは資本の論理にしたがって是正されることなく助長される。とくに，理解し難いのはモ

デル作成者においてはインプレーションがすぐれて貨幣現象であることの認識が十分でなく，

種々の要因にもとづく物価上昇を台しなべてインプレーションというタームでくくっていろこ

とである。独占何十告も含めて価格上見がコスト・プッシュの要因に重さをおく一面的理解にた

っているのも気になる29）。

価格現象に関する以上の両面での弱点が最も端的にあらわれるのは，民主的政府の成立をめ

ざす時期の賃上げ闘争の影響についてふれたくだりである。

1 民主勢力による賃上げ要求→独占の製品コストの上昇→独占によるコスト増の価格転嫁

2 民主的政策による生活関連・中小企業分野への需要の重点配分→当該部門でのコスト増

→消費財，サービス価格の 1ニ昇

3 1と2とによる一般的物価上昇→労働者の実質賃金率の目減り→再度の賃上げ

価格 ｝.］手はスパイラル・インフレとなり，それは 1と2と3とが重なりあって生じるという

のである。これは価格と昇をすべてインフレと理解する見地であり，それもコスト・プッシュ

の側面のみがー罰的に強調されるつスト・プッシュイツフレ論に他ならない。問題なのは価格

上昇の契機，すなわち管理通貨制度のもとで不換銀行券が債i出，債務の連鎖のなかで信用貨幣

として中央銀行から出ていきながち，結果的にそれが形骸化きれインフレにつながっていく論

理をそデJレが過ノト評価していることである。モデルに組み込まれた価格関連の方程式は，マー

ク・アップ率を一部に含む複数のデフレーターである。このマーク・アップ率は稜働率と生産

能力に対する需要の度合の関数としてとらえられ，その推計式は次のとおりである30）。

MR=f (OPR, D/K_1) 

ここで MRはマーク・アップ率， OPRは稼働率， D は総需要（実質）， Kは民間企業資本ス

トック〈実質〉である。

モデルにくみこまれているこの価格決定式は，独占資本が単位労働費用に独占資本の市場支

配力や市況に規定されるマーク・アップ率をかけて価格を設定するとし、う関係の説明式であり，

そこには独占資本の価格設定に対する姿勢は反映されても，貨幣的現象としてのインフレ要因

はドロップ・アウトしている。価格変動とかかわって，モデルにはワン・セットのデフレータ

ーが組み込まれている。ぞれらは民間最終消費支出デフレータ，民間住宅投資デフレータ，政

府最終消費支出デプレーク，公的固定資本形成デフレータ，財・サービス輸出デアレータであ

る。前3者は基本的にマーク・アップ原理によっているが，ここで問題としたいのは財政，金

29）置塩 (1982〕第6章， pp.221-2220

30）置塩，野沢〔1982），第3章， p.880
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融的側面からインアレを誘発する現代資本主義に固有のルートが存在しない点である81)。した

がって，モデル作成者の物価対策の中心に，名目的賃金率上昇の価格への転按を許さない独占

禁止法の強化，大企業の原価公開などを含めた反独占資本との総合的，多面的闘いがすえられ

るのは当然としても，通貨の過剰な発行i二対するナェックはほとんど無視されているか，付け足

し程度にふれられるにすぎない。

以上，価格問題にかぎって集中的に述べたが，それはこの点についてのモデル作成者の理解

が楽観的にすぎる傾向があると感じられたからである。

(3) 資本主義的不均衡理解の問題点

モデル作成者は，現代資本主義について，もうひとつの別な認識，すなわちそれが不均衡を

前提とした経済社会であるとLサ認識をもっている。別言すれば，不均衡を常態とするのが今

日の資本主義（独占資本主義〉であるとしづ認識である。と同時に，この不均衡は数量モデJレ

や等式で表現可能という考え，「不均衡」モデルの可能性に言及し，実際にその構築を試みる。

最後に，この認識について言及しないわけにいかない。

不均衡を常態とするのが今日の資本主義の特徴であることに，筆者は同意する。しかし，こ

の不均衡とLづ既念で具体的に表象するものは，民主的計画モデル作成者と筆者とでは異なる。

民主的計画モデル作成者は均衡を需給一致と同義に扱い，不均衡を需給不一致の状態あるL、は

経済循環のバランスがくずれていることと理解する。そのうえで需給一致の条件式をとりし、れ

ることなく経済循環のアンバランスを説明できるモデルがよいモデルとされる。これらの不均

衡は，現実の資本主義経済の一局面の反映であろが具体的現実の経済過裡に固有の請矛盾と結

びつけられていなL、。なぜなら，モデル作成者によればそデ、ルは経済諸量のおさかえである諸

変数聞の連関として示され，かっそれらは整合的で無矛盾な体系でなければならないからであ

る。筆者はこの理解と異なり，現代資本主義の特徴である社会的再生産の基礎的不均衡は現実

経済の諸矛盾と結びつけて，それらの展開として解明されなければならないと考える。それを

計量モデルで、表現することはできず，さらにモデル作成者にアンチ・テーゼを提出することを

意識して述べるならば，需給一致の条件の下でさえ資本主義的蓄積の進行は社会的再生産に諸

矛盾を累積させることがあるのである。

さて，それではモデ、ル作成者は現代の資本制生産における不均衡を具体的にどのように認識

しでいるのであろうか。また，その数量的モデルは，どのような構成になっていろのであろう

か。

数理モデル＝均衡論とL、う図式を承認しないモデル作成者は，数理モデルの構築が均衡条件

を一切使わない不均衡モデルとしても可能であることを主張する。他方で，モデル作成者は，

民主的モデノレには不均衡が商品市場の需給ギャップという形で明示的にとりこまれ，この意味

31）置塩，野沢 (1983）第3章， pp.88-89。
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から民主的モデルが不均衡モデルであること，これもまた数担モデルによって桔築可能で、ある

ことを強調している。

民主的計商モデノレ作成者は需給ギャップとL寸要因を内部に取り込んで，不均衡の要因のモ

デルイじに努力していろ。との点に関するそデJレ作成者の言は次のとおりである「〈モデルは〉不

均衡を明示的にとり L、れていろ。国民経済の枠組みの中で決まってくる総需要と総供給とは一

致する保障はない。われわれは両者の聞の不均衡（意図せざる在庫投資〉を中心に現実の生産

や雇用や物価が修正されていくプロセスを考慮したj32）と。この文言の後段の部分でいわんと

していることは，別の箇所に詳しL、説明がある。 「在庫投資は，積み上がり在庫ストック（め

を形成する。今期の総需要の伸び〔D/D_1〕と今期期首の在庫ストックにに対する総需要の比率

(D/S_1）ば，穣働率に影響を与える。稼働率は生産・雇用に影響を与えるから…今期需給の

不一致が生ずれば在庫ストッタ増減となり，次期以降の生産・雇用を調整してLぺ。／今期の

市場の状況と前期および別々期の生産能力に対する総需裂の比率（D/K_1）はマーグ・アップ

率の変動要国でめる。したがフて，今期のマーク・アップ率は…ー今期の市況の廃合および過

去の生産能力に対する需要の比率によって修正をうけ一市場価格必需給の過不忌を浅した状

態で決まる」33）。要するに，不均衡はぬ［品市場における不均街として，次にこの不均衡から派

生ずる稜働率の変化とその結果としての需給のj&J不足にもとづく変動として把握されている。

モデル作成者の主張は，以上のようにモデルが需給ギャ yプを在庫変動Cf）として明示的にと

りいれてける限りで，このモデJレを不均衡モデルと時ぶのである。

また，モデル作成者は均衡条件式を導入することなく資本家階級と労働者階級との対立矛盾

をま現できるとし，そうした毛デルも不均衡モデルと呼ぶ34）。モデル作成者が提示する均衡条

件式を一切合ま／J:！，、不均衡モデノレの一例U：，具体的には次のようなものである船。

(1) sコa1+a2(D/S)_1十as・π

(2) N=b1十九（w/p）十b3S
C ：消費需要 S；生産物の供給量

(3）ノP、=C1十C2w－トCal?
E ；輸出 γ ：借入金利

G ；政府支出 ω：貨幣賃金率

(4) l=d1－トd2(D/S)_1斗daπィ・d4r I：設備投資 ゐ；；貨幣賃金率の上昇

（町内1十e2p+ea(1/;)
L ；労働力人口 信： 3要求利溺率

N ：雇用量 (D/S）同1：前期の書給状態

(6) Cコ！1十んw・N P：価格 w/p：実質賃金来

(7) D=C+I+G十E-M
五：物価上昇挙

との理論モデルは，民主的計画モデノレの基礎になっているのであるが，そこに反映されてい

る経済の不均衡の道程には，次のような説明が与えられている。このモデルは独占資本の行動

32）置塩，野沢（1983）第3章， p.82。

33）同書， (1983）第3主主， p.93。

34〕河書， (1983）第8章， p.264。野沢 (1986)p.19なども参照。

35）同蕃， (1983）第8書記， p.264。
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様式を中心に生産物の供給量（S），雇用量（N〕，価格（P），貨幣賃金率（w），投資（I），消費

需要（C）などの水準を，それぞれが依存する経済量との関連で方程式化し，体系づけたもので

ある。需給一致式などの均衡条件はそこに含まれていない。それだけでなく，このモデJレにそ

くして次のような不均衡化した経済現象を説明することも可能であることから，不均衡の数理

モデルとして特徴づけることができる。すなわち，実質賃金所得の増大が実現したと仮定して，

(5）式の実質賃金率の上昇を見込むと，それは全体として需要の拡大をひきおこおし，生産と雇

用の増加をもたらすが，それは一定のタイム・ラグをおいて独占資本による価格のつりあげを

まねしこの独占資本による価格設定がうまい、けば実質賃金率は低下せざるをえない。しか

し，何らかの事情によって貨幣賃金率の上昇を価格に転嫁しえない場合には，利潤率の低下，

生産と雇用の縮小，失業の増大につながり，それは結局，貨幣賃金率の上昇を抑制する。

以上は，大幅な賃金引き上げが実現したとしても，それによる独占の行動によって経済状態

が悪化し，階級問の矛盾，不均衡が累積していくとしづ図式である。ぞれゆえここから引き出

される結論は，独占資本の行動とそれを規制する民主的コントロールの効力の如何がポイント

になるとL、うことである。ここには階級関係の捉え方自体に均衡論的視点がしのびこんでいる。

階扱関係が一方の側からの作用に対する反作用，それに対する別の作用というように，機械的

に理j押される点は別にしてむ，上記モデノレは階級対立を資本家と労働者との賃ヒげをめぐる対

立に限定しており，そこから出て米る結論は労働者の側からの賃上げを独占の側の価格転嫁に

阪収し得た場合には実質賃金率の低下を招くから独占に適切な価格水準の設定を行なうよう指

導すべきであり，逆に独占の側が価格転嫁に吸収し得ない場合には経済の混乱を招さ，結果的

に貨幣賃金率の上昇を抑制するから，独占の資本蓄積も一定水準に維持されるようコントロー

ルすべきであるというところに落ち着く。皮肉な一言い方をすれば，これでは資本の側の適切な

蓄積率と労働者側の節度ある賃上げが再生産のバランスを保障するということになり，これは

階級調和の均衡論である。

筆者の理解する現代資本主義の不均衡は，これと異なる。経済学は不均衡とL、う概念を資本

制生産の矛盾の展開過程としてとらえる。このことの意味していることは3 不均衡が単なる詰

袷ギャップとしておさえられるのではなく，資本主義的制度や資本の歴史的限界と結び付けて

把握されなければならないということである。例えば，周期的過剰生産恐慌は不均衡という状

態が最もはっきりと表面化する景気循環の局面であるが，それが不均衛とし、う概怠で集約され

るのは，恐慌が社会的総資本の観点からみて資本制社会の存続を危殆に頻せしめる状況におく

からであり，また個別資本の観点からみて多くのそれが過剰資本としてこの局面で社会的に陶

汰されるからである。そう Lづ事態があるからこそ，恐慌は社会的不均街の局面として問題と

なるのである。

問題を別のところに限定しても，たとえば資本制生産のもとでは需給一致の条件下でさえ生

産手段生産部門に対し不均等（衡）な発展をするが，この場合に不均衛が問題となるのは再生
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産のこのアンバランスが全般的過剰生産の可能性を与えるからである。さらに，経済のある分

野で商品の価格変動が生じたり，その分野の資本が意図せざる在庫をかかえこみ，そうした状

況が不均衡として問題になるのは，それらの現象の背後で過剰生産の存在が，換言すれば資本

にとって過剰となる事態が予想される場合である。この部分不衡衡はその分野の資本が資本と

して存続することが危う L、状況におかれるので，あるいはまたこの状況が社会全体に波及して

全般的過剰生産につながることが懸念されるので，経済理論的に問題になるのである。重要な

のは，不均衡としづ概念を資本制社会の歴史的発展段階に対応した再生産条件と，そこにおけ

る諸資本の不安定性とに結びつけて理解することである。

以上の理解にたてば，民主的モデルの中への不均衡条件のとりこみ方には当然不満がでてく

る。すなわち，そこでは不均衡が社会的再生産の諸矛盾の帰結としてではなく商品市場の需給

ギャップあるいは労働者の貨幣賃金率の上昇から出発する独占資本の生産調整，雇用調整の問

題に焦点が絞られているからである。モデルは独占資本が蓄積の与件においている需給ギャッ

プを稜働率によって調整することができるとみなす。決定的に問題なのは，モデル内部に資本

の過剰が資本にとって死重となり，資本の再生産にとって桓袷となるとの認識を明示的に取り

込んで、いないことである。

4 結語

本稿で筆者は， 80年代前半に提起された民主的計画化の構成要素であるマグロ計量モテ、ルの

基本性格を検討した。結論は，以下のとおりである。

1 この計量モデルはモデル・ピルディングの手続き，現実認識の方法の基本的枠組みで従来

の計量経済学で展開されたもの，あるいは政府が中期経済計画以来採用してきた計量モデノレ

と変わるところがない。

2 それはとくに，モデノレを諸変数聞の無矛盾なシステムととらえる点，諸変数聞の，またモ

デルとデータとの形式的整合性を重視する点，また有効需要創出を基本とする総需要管理の

モデルとなっている点に顕著である。

3 残念ながらなぜ民主的計画化が計量モデ、ルや連関モデルを使わなければならないのかにつ

いては説得的説明がない。これを説明するには，両モデルに固有の数理の客観性，現実性を

説明しなければならないはずであるが，説明は専ら数量的方法一般の必要性が述べられるに

とどまる。

4 計量モデル重視の姿勢は，モデル作成者によって豊富に展開されている経済民主主義の視

点からの政策論の内容を希薄化させ，さらに現実経済をアトミスティックな対象とみなす認

識論まで生み出すにいたっている。

5 しかし，モデルが独占資本の行動原理を組み込んでいること，これとのかかわりで供給関
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数が内生化されていること，不均衡の要因を明示的にとり L、れていること，マクロ計量モデ

ルを社会階層別モデルと結びつけていること，など様々な配慮がなされているのは事実であ

る。これらは民主的政府が樹立された下で政府投資の流れを生活関連重視のそれに変えると

Lづ政策提言とあいまって，モデル作成者たちの真撃な課題意識の反映である。

。モデルの背後に前提される経済理論についていえば，インフレ論とこれを支える金融（資

本〕論に弱さがある。現代インフレーションは独占価格をぬきに説明で、きな＼， ¥o しかし，前

者を管理通貨制度下の不換銀行券の信用貨幣的性格の形骸化によって生じる貨幣現象として

おさえる視点がないと，物価が上昇すれば全てインフレと規定する安易な価格論になる。

7 経済理論についてもう一点つけくわえると，管理通貨制度のもとで、の資本の苦積様式がも

たらす諸矛盾の再生産論的展開がないため，民主的計画化の諸政策の効果が楽観視されたり，

階級関係が作用→反作用→反「反作用Jの図式で機械論的に解釈されり，モデルに組み込ま

れた「不均衡jと資本主義の藷矛盾との論理的連関が不明だったりする。

:8 経済民主主義のための政策論は体系的で，内容に富み，今後のこの分野での研究の礎石に

なる。モデル作成者たちの問題意識の実践的性格を感じさせる。

文献

1〕大西広 (1989），『「政策科学」と統計的認識論」昭和堂。

2）大西広（1991），「『「政策科学」と統計的認識論Jへの批判に応えて」『統計学』 60号。

3）置塩信雄他 (1982〕，『講座・今日の目本資本主義』 10巻（「四本経済の民主的改革と社会主義の展

望」〕，大月書店。

4）置塩信雄，野沢正徳編 (1983〕，『日本経済の数量分析』（場代資本主義議吾，第24巻〉大凡書店。

.5 ）菊地進 (1986），「計量経済学批判の方法と課題J~統計学』 49 50合併号。

6）木村和範 (1984〕，「確率モデルによる続計利用一一計量終好奇ぞを中心として 」大震祐雪，広田

純，野村良樹，是永純弘編著『統計学J産業統計研究社。

7）是永純弘（1979〕「『政策科学』は可能か」『現代と思想』 36号。

8 ）是永純弘 (1989〕，「書評一大西広著『「政策科学」と統汁的認識論』」『統計学~ 57号。

9）近昭夫（1986），「統計基従論二つの問題をめぐって J『統計学』 49 50合併号。

10〕佐和隆光 (1991)，『これからの経済学』岩波書店。

11〕竹内啓編〔坂本平八，広田純，古村功，佐和［蓬光J(1976〕，『統計学の未来』東京大学出版会。

12〕野沢正徳（1986），「数量モデル分析と統計学・蜂川理論（1）」『経済論議』 138巻1' 2号。

13）広田純，山！日耕之介〔1957〕，「計量経済学批判」『講座・近代経済学批判（班）』東洋経済新報社。

14〕山田弥 (1972），「計量経済学批判における若干の問題点」『立命館経済学』 21巻5号。

15）山田弥（1980〕，「政策科学と計量モデル（l)J『立命舘経済学』 29巻3号。

16) r.Jr ITT弥 (1981〕，「政策科学と計量モデノレ（2）」「立命館経済学』 30巻2号。

17) rU田貢 (1982〕，「日本の経済計画と計量経済学」山田貢，近昭夫編著『経済分析と統計的方法』産

業統計研究社。

18〕山田貢 (1987），「経済計画の整合性とは何か」『大東文化大学経済論集』 40巻2号。

19）吉田忠 (1976），「計量経済学批判」『統計学』 30号。


